
平成２９年度 事業計画 

 
ふくしま自治研修センター 

Ⅰ 研修事業 

 

１ 各種研修事業 

 

 (1) 基本研修 

 

ア 一般職研修（５課程） 
新規採用職員から若年層・中堅層のスタッフ職を対象に、それぞれの対象年代又は職層の職

員に共通して求められる意識の醸成及び必要とされる能力の向上を図ることを目的に実施す

る。 
 
研修課程 
 

 
対象者 
 

 
研修のねらい 

 

 
回数
 

 
日数
 

 
予定
人員

 
主な研修科目 

 

 
新規採用 
職員研修 
（前期） 

 
その年
度の新
規採用
職員 

 
①社会人・公務員としての意識

を確立し、最低限のルールを
理解する。  

②自治体職員としての抱負や目
  標、あるべき姿などの思いを 
  共有することにより、業務に 
  対する意欲の向上を図る。 
③業務を遂行する上で必要な能
  力の開発に向けて基本的な知
  識等の習得を図る。 

 
６回

 
５日

 
726
人

 
①講話 
②地域における復興への取組みと
課題を学ぶ 

③自治体職員になって ～仲間と
夢や想いを語ろう～ 

④公務員倫理 ～住民の期待や信
頼に応えるために～ 

⑤仕事のポイント 
⑥地方公務員制度 
⑦心と体の健康 
⑧文書事務・法令事務の基礎 
⑨住民サービス向上のための接遇
⑩講演 

 
新規採用 
職員研修 
（後期） 

 
その年
度の新
規採用
職員 

 
①自治体職員としての職業意識
 を確立し、求められる役割を
 理解する。 
②業務を遂行する上で必要な能
 力の開発に向けて基本的な知
 識等の習得を図る。 

 
６回
 

 
５日
 

 
915
人

 

 
①地方自治制度 
②自治体職員としての働き方を考
える ～充実感のある仕事をする
ために～ 

③地方税財政制度・財務会計制度
④公務員倫理 ～法令遵守を徹底
するために～ 

⑤メンタルヘルス 
⑥論理的思考力の養成 
⑦仕事に求められるコミュニケー
ション能力の養成 

⑧事例から学ぶ接遇 
⑨講演 



 
基礎力 
アップ 
研  修 

 
採用後 
４年目 
の職員 

 
①キャリアプランを設計し、求
 められる役割や能力を理解す
 る。 
②求められる能力の開発に向け

て必要な知識等の習得を図る。

 
９回
 
 
 

 
３日
 
 
 

 
1,095

人
 

 
①講演 
②キャリアデザイン ～あなたはど

う働きますか？～ 
③地域の課題を考える 
④選択科目 
【政策形成】 
 政策形成の基礎 
【協働・対人】 
 折衝・交渉力の養成 

 
※④選択科目は、 
 【政策形成】又は【協

 働・対人】のいずれか

  を選択 

 
応用力 
アップ 
研  修 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
採用後 
８年目 
の職員 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
①キャリアプランを点検し、求
 められる役割や能力を理解す
 る。 
②求められる能力の開発に向け
 て必要な知識等の習得を図る。

 
 
 
 

 
４回
 
 
 

 
３日

 
514
人

 
①講演 
②キャリアデザイン ～あなたはど

う働きますか？～ 
③メンタルヘルス 
④プレゼンテーション能力の養成
⑤選択科目 
【政策形成】 
 実効性のある政策とするために
【協働・対人】 
 住民協働によるまちづくりを考
える 

 
※⑤選択科目は、 
 【政策形成】又は【協

 働・対人】のいずれか

  を選択 

 
実行力 
アップ 
研  修 

 
採用後 
12年目 
の職員 

 
①キャリアプランを点検し、求
 められる役割や能力を理解す
 る。 
②求められる能力の開発に向け
 て必要な知識等の習得を図る。

 
３回
 
 
 

 
３日
 
 
 

 
399
人

 
 

 
①講演 
②キャリアデザイン ～あなたはど

う働きますか？～ 
③合意形成能力の養成 
④選択科目 
【政策形成】 
 より良い事業を提案するために
【協働・対人】 
 住民協働のためのファシリテー
ション能力養成 

 
※④選択科目は、 
 【政策形成】又は【協

 働・対人】のいずれか

  を選択 

 
一般研修 合計 

 

 
５課程  ２８回  ３，６４９人 

 

 
 
 

 

イ 管理者・監督者研修（３課程） 

新たに管理職・監督職に就いた職員を対象に、それぞれのポストに求められる能力の向上を

図ることを目的に実施する。 

 
研修課程 
 

 
対象者 
 

 
研修のねらい 

 

 
回数
 

 
日数
 

 
予定
人員

 
主な研修科目 

 

 
新任係長 
研 修 

 
新たに
監督職
に就い
た職員 

 
 係長に求められるマネジメン
ト能力の向上に向けて必要な知
識等の習得を図る。 

 
６回

 
３日

 
759
人

 
①講話 
②係長に求められるマネジメント
とは 



 
新 任 
管理者 
研 修 

 

 
新たに
管理職
に就い
た職員 
 
 

 
 管理者に求められるマネジメ
ント能力の向上に向けて必要な
知識等の習得を図る。 
 

 
５回
 
 
 

 
２日
 
 
 

 
449
人

 
 

 
①講話 
②管理者に求められるマネジメン
トとは 

 

 
新任課長 
研 修 

 
 

 
新たに
課長職
に就い
た職員 
 
 

 
  課長に求められるマネジメン
ト能力の向上に向けて必要な知
識等の習得を図る。 
 

 
５回
 

 

 
２日
 

 

 
419
人

 
①講話 
②課長に求められるマネジメント
とは 

 

 
管理者・監督者研修 合計 

 

 
３課程  １６回  １，６２７人 

 

 

 
基本研修 合計 

 

 
８課程  ４４回  ５，２７６人 

 

                                               
 
 

(2) 選択研修 

基本研修と連携し、またその内容を補完しながら相乗的に、基礎的能力から高度な専門能力ま

で職員に必要とされる様々な知識の習得又は能力の開発及び向上を図ることを目的に実施する。 

 

ア 基礎能力・業務遂行能力開発コース（６講座） 

公務員に必要な基本的な知識の習得と、業務遂行に必要な技術の習得を目的に実施する。 

 

 
講座名 

 

 
対象者 

 

 
研修のねらい 

 

 
回数
 

 
日数
 

 
予定
人員

 
主な研修内容 

 

 
住民サー
ビス向上
のための
接遇実践
講座 

 
採用後 
2～4年目
の職員 

 
 住民サービスの視点からみ
た接遇のあり方や、窓口・電
話等の応対に関する実践的な
スキルを学ぶ。 

 
１回
 
 

 
１日

 
94人

 
〈講義と演習〉 
①住民窓口における接遇の心構え
②ワンストップサービス ～たらい

回しにしないために～ 
③高齢の方や、障がいのある方など
への配慮  

④電話応対のスキルアップ 
⑤住民サービスの向上に向けた接
遇とは 

 
法務能力
向上講座 
 

 
採用後 
1～8年目
の職員 

 
 行政判例の検討などを通じ、

業務を法的な視点から捉える
感覚や、行政サービスを公平
・公正に執行するための考え
方を学ぶ。 
 
 

 

 
１回

 
２日

 
66人

 
〈講義と演習〉 
①自治体法務とは 
②法令の読み方、解釈のポイント
③行政判例の検討 



 
メンタル
ヘルス講
座（予防
編） 
 

 
一般職 

 
 
 
 

 
 働くうえで大切な「心の健
康」の観点から、ストレスへ
の対処方法や職場のコミュニ
ケーションなどを学ぶ。 
 

 
１回
 
 
 
 

 
１日
 
 
 
 

 
107
人

 
 
 
 

 
〈講義と演習〉 
①メンタルヘルスの基礎知識 
②ストレスを理解する 
③ストレスへの対処方法 
④職場のコミュニケーション 

 
情報管理
・情報発
信講座 

 
一般職 

 
 法令遵守の観点から責任あ
る情報管理のあり方を考える
とともに、ソーシャルメディ
アなどによる積極的・効果的
な情報発信の方法を学ぶ。 

 
１回

 
１日

 
106
人

 
〈講義と演習〉 
①情報管理・情報発信のためのコン
プライアンス 

②情報公開と個人情報の保護 
③情報のセキュリティ 
④積極的な情報発信に向けて ～ソ
ーシャルメディアの有用性とそ
のリスク～ 

 
地方公会
計基礎講
座 

 
一般職 

 
 新地方公会計制度の概要を
理解するとともに、複式簿記
の導入や、固定資産台帳の整
備を前提とした財務書類の作
成方法などを学ぶ。 

 
１回

 
３日

 
66人

 
〈講義と演習〉 
①新地方公会計制度とは 
②公会計と複式簿記 
③財務書類 
④固定資産台帳 
⑤コスト分析 
 

 
メンタル
レーニン
グ実践講
座 

 
全職員 

   
メンタルトレーニングの概
要やプレッシャーの克服法に
ついて学び、感情コントロー
ルのテクニックを身につける。

 
１回

 
１日

 
100
人

 
〈講義と演習〉 
①メンタルスキルのチェック 
②人が変化する６つのレベル 
③コーチングとは何か 
④コミュニケーションの３つのス
キル 

⑤ストレスチェックとストレス解
消体操 

⑥感情コントロールのテクニック

 
〈基礎能力・業務遂行能力開発コース〉 小計 

 

 
６講座  ６回  ５３９人 

 

 
 

イ 政策形成能力開発コース（２講座） 

地域独自の政策を形成できる能力の向上をねらいとし、情報の収集・分析から政策評価に至

るまで、政策形成・実現過程に必要な能力の習得を目的に実施する。 

 
講座名 

 

 
対象者 

 

 
研修のねらい 

 

 
回数
 

 
日数
 

 
予定
人員

 
主な研修内容 

 

 
政策法務
講座（基
礎コース
） 

 
採用後4
～12年目
の職員 
 

 
 政策の実現や地域課題の解
決に向けて、合理的な制度化
・条例化の考え方、効果的な
法の運用方法など、法務に関
する基本的な知識や考え方を
学ぶ。 
 

 
１回

 
２日

 
54人

 

 
〈講義と演習〉 
①政策法務とは 
②政策法務の必要性 
③条例制定のプロセス 
④条例づくりの基本視点と評価基
準 

⑤事例演習 
 
 



 
政策法務
講座（立
法コース
） 

 
一般職 
（採用後
4年目～） 

 
 政策を実現するために必要
とされる条例立案の実務的な
知識や手法を学ぶ。 

 
１回

 
３日

 
47人

 
〈講義と演習〉 
①自治立法権の概要 
②条例案づくり（法制度設計）のプ
ロセス 

③条例案づくりのポイント 
④事例演習 
 

 
〈政策形成能力開発コース〉 小計 

 

 
２講座  ２回  １０１人 

 

 
 

ウ 協働・対人能力開発コース（４講座） 

地域の様々な主体（住民、企業及びＮＰＯ等）と協働で事業を展開することのできる能力の

向上をねらいとし、住民の視点で思考することのできる能力や組織内外とのコミュニケーショ

ン能力、プレゼンテーション能力等の習得を目的に実施する。 

 
講座名 

 

 
対象者 

 

 
研修のねらい 

 

 
回数
 

 
日数
 

 
予定
人員

 
主な研修内容 

 

 
クレーム
対応講座 

 
一般職 
（採用後
2年目～） 

 
 住民サービスの視点からク
レームを正しく理解するとと
もに、クレーム対応の基本的
な考え方や具体的なスキルを
学ぶ。 

 
１回

 
１日

 
108
人

 
〈講義と演習〉 
①住民サービスの視点からクレー
ムを理解する 

②クレームを未然に防ぐ 
③クレームに対する基本姿勢 
④クレーム対応におけるコミュニ
ケーションスキル 

⑤組織としてのクレーム対応 
 
相互満足
に向けた
交渉力ア
ップ講座 

 
一般職（ 
採用後4
年目～） 

 
交渉における相互満足を高

めるために、必要とされるコ
ミュニケーションの考え方や
具体的な交渉のスキルを学ぶ。

 
１回

 
２日

 
66人

 
〈講義と演習〉 
①相互理解の必要性 
②相互満足に向けた目標の設定  

～交渉の事前準備～ 
③交渉とコミュニケーション 
④交渉の具体的なスキル 

 
住民協働
のための
ワークシ
ョップ実
践講座 

 
一般職 
（採用後
8年目～） 

 
 住民協働によるまちづくり
の実現に向けて、住民参加型
ワークショップの手法を総合
的に学ぶ。 

 
１回

 
２日

 
48人

 
〈講義と演習〉 
①住民協働によるまちづくりとは
②ワークショップとは 
③ファシリテーターとしての役割
④ワークショップの企画立案 
⑤ワークショップの実践に向けて

 
職場の人
材育成に
活かすコ
ーチング
講座 

 
採用後12
年目～ 

 
 職場における効果的な人材
育成や、コミュニケーション
の活性化に向けて、コーチン
グの基本的な考え方や具体的
なスキルを学ぶ。 

 
１回

 
２日

 
66人

 
〈講義と演習〉 
①コーチングとは 
②コーチングとティーチング 
③コーチングとＯＪＴ（職場研修）
④具体的なコーチングスキル 
⑤コーチングの実践に向けて 
 

 
〈協働・対人能力開発コース〉 小計 

 

 
４講座  ４回  ２８８人 

 



エ マネジメント能力開発コース（５講座） 

組織運営や住民の視点に立った行政経営ができる能力の向上をねらいとし、管理・監督者に 
      必要な組織マネジメント能力の習得を目的に実施する。 

 
講座名 

 

 
対象者 

 

 
研修のねらい 

 

 
回数
 

 
日数
 

 
予定
人員

 
主な研修内容 

 

 
ＯＪＴ推
進講座 

 
管理者・
監督者 

 
 ＯＪＴ（職場研修）を計画
的かつ効果的に実施するため
に、職場における人材育成の
基本的な考え方や、人材育成
計画の企画・立案などを学ぶ。

 
１回

 
１日

 
37人

 
〈講義と演習〉 
①職場における人材育成とは 
②ＯＪＴの意義 
③ＯＪＴにおける管理者・監督者の
役割 

④人材育成計画 
⑤指導・助言のスキル ～コーチン

グとティーチング～ 

 
有事の危
機管理講
座 

 
管理者・
監督者 

 
 管理者・監督者等が有事の
際に求められる判断力・対応
力の向上を図るとともに、組
織マネジメントのあり方を学
ぶ。 

 
１回

 
２日

 
51人

 
〈講義と演習〉 
①危機管理とリスクマネジメント 
  ～有事とは、平時とは～ 
②平時におけるリスクマネジメン
ト 

③有事における危機管理 
④有事に備える平時の対応 ～組織
の管理者・監督者として～ 

⑤有事におけるマネジメントとリ
ーダーシップ 

 
メディア
トレーニ
ング講座 

 
管理者・
監督者 

 
 マスメディアに対する広報
の重要性や緊急時のメディア
対応方法について学ぶ。 

 
１回

 
２日

 
39人

 
〈講義と演習〉 
①自治体における説明責任とは 
②自治体における広報とは 
③ニュースリリースのポイント 
④自治体における危機管理（不祥事
対応）とは 

⑤緊急時におけるマスメディア対
応のポイント 

⑥マスメディアとの協力関係の構
築に向けて 

 
人事評価
講座 

 
管理者・
監督者 

 
 人事評価の意義と重要性を
理解し、評価者としての考え
方や手法を習得する。 

 
２回

 
１日

 
260
人

 
〈講義と演習〉 
①評価の意義と重要性 
②能力評価のポイント 
③評価面談のポイント 

 
管理・監
督者講演
会 

 
管理者・
監督者 

 
 有識者等の講演を通して自
治体等の組織運営などを学ぶ。

 
１回

 
１日

 
100
人

〈講演〉 
大学教授、自治体首長等の有識者

による講演 

 
〈マネジメント能力開発コース〉 小計 

 

 
５講座  ６回  ４８７人 

 

 

 
選択研修 合計 

 

 
１７講座  １８回  １，４１５人 

 

 



(3) 指導者養成研修（３講座） 

自治体独自の研修や職場研修（ＯＪＴ）が、効果的かつ円滑に実施されるよう、指導者の養

成を支援することを目的に実施する。 

 
講座名 

 

 
対象者 

 

 
研修のねらい 

 

 
回数
 

 
日数
 

 
予定
人員

 
主な研修内容 

 

 
接遇研修
指導者養
成講座 
 
 
 
 

 
各自治体
等が推薦
する職員 
 
 
 
 

 
 職場における接遇研修の指
導者（講師）を養成する。 
 
 
 
 
 

 
１回
 
 
 
 
 
 

 
３日
 
 
 
 
 
 

 
18人

 
 
 
 
 

 
〈講義と演習〉 
①公務における接遇 
②マナーとコミュニケーション 
③面接、電話応対 
④クレーム対応 
⑤よりよい接遇をめざして 

 
公務員倫
理指導者
養成講座 
 
 
 

 
各自治体
等が推薦
する職員 
 
 
 

 
 職場における公務員倫理研
修の指導者（講師）を養成す
る。 
 
 
           
 

 
１回
 
 
 
 
 

 
３日
 
 
 
 
 

 
15人
 
 
 
 
 

 
〈講義と演習〉 
①倫理とは 
②公務員に求められる倫理 
③公務員に求められる規律 
④実際の場面で 
⑤望ましい職場風土の形成 

 
研修講師
養成講座 

 
 
 
 

 
各自治体
等が推薦
する職員 

 
 
 

 
 職場研修等における講師の
役割や心構えを理解するとと
もに、インストラクション技
術に関する具体的なスキルを
学ぶ。 
 

 
１回
 
 
 
 
 

 
２日
 
 
 
 
 

 
13人
 
 
 
 
 

 
〈講義と演習〉 
①研修講師の役割とあり方 
②インストラクションの基本 
③研修プランの企画・立案 
④効果的な資料の作り方 
⑤インストラクション実習 

 
指導者養成研修 合計 

 

 
３講座  ３回  ４６人 

 

 

 
平成29年度 研修生総受入予定人数     ６，７３７人 

（延べ２０，３９８人） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



(4) 平成３０年度研修の企画及び実施のための取組 
      平成 30 年度研修事業の企画及び実施に向けて、次の取組を行う。 

 

ア 研修ニーズの調査・把握等の実施 

各自治体等からの要望に応えた研修内容とするため、各課程・講座に係る研修派遣者数
予定調査や実施要望調査、各団体等へのヒアリング調査のほか、研修担当課長会議を開催
し、各団体等の研修ニーズの把握に努める。 

  

 イ 研修効果の測定・研修評価の実施 

効果的な研修事業の実施に向けて、研修生及び担当講師を対象としたアンケート調査に
より研修効果の測定・評価を行う。また、研修評価会議の実施により、研修内容を総合的
に評価し、適時適切に内容の改善・充実につなげる。 

 

  ウ 科目検討会の開催 

センターにおいて研修講師を担当した自治体職員とともに、科目の内容や次年度の研修
のあり方等を検討し、研修内容の改善・充実につなげる。 

 
 

 (5) 研修講師の養成 

センター職員の資質向上を図るため、各種研修機関が実施する研修等に職員を派遣すると

ともに、研修講師の安定確保を図るため、県内自治体職員を対象とした講師養成研修会を行

う。 

 

 ア センター職員の研修等への派遣 

センター職員を各種研修機関の研修等に派遣し、資質の向上を図る。 

 

 イ   自治体職員講師の養成 

センターから研修講師を委嘱する各自治体の職員を対象とした講師養成研修会を実施す
る。 

 
 

２ 研修支援事業 
 

 (1) 各自治体等の独自研修に対する支援 

各自治体等が独自に実施する研修等の人材育成の取組や職場研修（ＯＪＴ）が円滑かつ効

果的に行えるよう、次の支援事業を実施する。 

 

ア 研修講師の派遣 

       各自治体等からの要請に応じて、センター職員を研修講師として派遣する。 

 

イ 研修教材等の貸出し・提供 

     各自治体等からの要望に応じて、センターが保有する研修テキスト・演習教材や視聴覚
教材等の貸出し・提供を行う。 

 

  ウ その他の支援 

  職員研修に関する各種情報の提供に努めるとともに、各自治体等が実施する研修等の取
組等を支援する。 

 

 (2) 自己啓発・自主研究に対する支援 
各自治体等の職員が行う自己啓発の取組や自主的な研究等のニーズに応えるため、施設の

利用や研修資料の貸出し・提供などを行う。 
 



Ⅱ 調査研究支援事業 

 

   県内地方自治体等（以下「自治体等」という。）の政策形成に寄与するため、次のとおり、 
自治体等が行う調査研究に対する支援、政策形成に資する情報提供、講師派遣等を行う。 

 

１ 自治体等の調査研究支援 

 

     自治体等が抱える地域の課題解決に向けた取組みを側面的に支援する。 

 

 (1) 共同調査研究事業 

 

     実施自治体等及び調査研究テーマを募集し、ふくしま自治研修センター（以下「セン 
ター」という。）と共同で調査研究を行う。 

   ○ 平成 29 年度実施予定件数：２団体・２テーマ 

     ○ 成果報告会の開催 

     平成 28 年度共同調査研究事業の成果報告及び研究テーマに関連する講演会を開催す 
る。 

 

 (2) アドバイザー事業 

 

      自治体等が実施する調査研究事業に対し、専門アドバイザーによる助言・指導を行う。 

 

２ 政策研究会 
 

応募した自治体等職員が、地域が直面する重要課題をテーマに調査・研究を行い、専門家
による講義や少人数での討論等を通して、課題解決に向けた手法の習得を図る。 

政策研究会は平成 24 年度にスタートし、自治体等の政策形成に資する政策提案をまとめ、
提言してきた。 

しかし、事業開始から 5 年が経過したこと、また、自治体等職員には社会情勢の急激な変
化に柔軟に対応しこれまで以上に高い政策形成力が求められていることから、より自治体等
のニーズに沿った事業とするため、政策研究会の方向性を整理・検討する時期となっている。 

よって、平成 29 年度は、これまでの活動成果を検証し、より充実した事業とするよう見
直しを行うため、政策研究会活動を一旦休止し、平成 30 年度の再開に向けて準備を行う。 

 
３ 情報の提供 

 

     自治体等にとってタイムリーな行政課題や関心の高いテーマについて、先進事例や制度概
要を取りまとめ、分析等を行い、情報提供を行う。 

   ○ 平成 29 年度実施予定件数：２テーマ 

  

４ 講師の派遣等 

 

   自治体等の実務における政策形成能力向上の取組みを支援するため、要請に応じて講師の 
派遣等を行う。 

 

 (1) 講師派遣事業（政策形成分野） 

      自治体等が独自に実施する研修や研究について、専門アドバイザー等を講師として派遣す
る。 

 
 (2) 自主研究グループ支援事業 

      自治体等職員が自主的に組織する研究グループに対して、要請に応じて助言・指導を行う。 



Ⅲ 給食提供事業 
研修生が研修に専念できる環境を整えるため、施設内の設備を活用して食事等を提供す

る。 
なお、研修生の健康管理のため、専門業者に委託する。 

 

専門事業者：(株)日京クリエイト 

契約期間：平成２７年４月１日～平成３０年３月３１日（３年契約） 

 

Ⅳ 施設・設備等管理運営事業 

所有者である福島県から、「ふくしま自治研修センター」の施設・設備等の管理運営に

係る下記業務を受託し、研修環境等の向上のため、綿密な点検、速やかかつ計画的な修繕

等に努める。 

なお、特に専門性を必要とする業務については、専門業者に委託する。 

  （１）受託対象物件 

① 土地 福島市荒井字地蔵原乙１５番の１ ほか５３，４８６．12 ㎡ 

② 建物 ふくしま自治研修センター 延べ１０，８７８．98 ㎡ 

③ その他附属物及び備品一式 

  （２）受託業務内容 

① 建物等の保安、警備、清掃、保守及び保全等維持管理に関すること。 

② 電気、機械、空調設備等諸設備の管理運営に関すること。 

③ 建築物における衛生的環境の確保に関する法律及び消防法の規定による建物の管理

等に関すること。 

④ 建物等の鍵の保管及び管理に関すること。 

⑤ 光熱水費の支払いに関すること。 

⑥ 宿泊室寝具の貸出及び維持管理に関すること。 

 

   

 


